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１．会社の概要

■商 号 三光株式会社

■代 表 者 三輪 陽通

■設 立 昭和54年９月（創業／昭和47年９月）

■資 本 金 4,800万円

■売 上 高 51億円

■従 業 員 208名（全グループ、平成24年４月１日現在）

■住 所 〒684－0034 鳥取県境港市昭和町５－17

TEL0859－44－5367 FAX0859－42－3864

■事業内容

１．産業廃棄物と一般廃棄物の収集、運搬、保管、処理

２．石油製品及び各種燃料物資の販売、保管、輸送、管理

３．廃油の収集、運搬、保管、処理、販売

４．産業廃棄物の再資源化及び販売

５．飼料、有機質肥料及びこれからの原料の製造、販売

６．古物商

７．公害処理機械器具及び公害処理用資材の販売

８．医療用器具、医療用資材及び各種薬品の販売

９．鳶土工、コンクリート工事及び解体工事

10．農産物の栽培、販売

第5回

廃棄物処理先進事例調査

再生処分部会の廃棄物処理先進事例調査の第５回目とし

て、平成25年４月26日に鳥取県境港市にある三光株式会社

（三輪陽通・代表取締役社長）・昭和工場、潮見工場とその

子会社である株式会社ウェストバイオマスを訪問した。

全体で年間８万トンの処理実績を有する山陰地方最大ク

ラスとなる総合型リサイクル企業グループであり、近年で

は民間部門のノウハウを最大限に活用した下水汚泥炭化施

設（株式会社ウェストバイオマス使用）を建設、操業し、

低炭素社会の形成に貢献する企業グループとして、にわか

に注目を集めている。

以下に詳細を示す。

三光株式会社・昭和工場、潮見工場

株式会社ウェストバイオマス

ＵＲＬ：http://www.sankokk-net.co.jp

所在地：鳥取県境港市昭和町５－17

挨拶する塩見部会長と三輪専務

視察の行程
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２．主な工場ごとの特徴

■江島工場

総受入量（約41,500トン）

→焼却減容（約18,100トン）

→管理型埋立処分（6,000トン）

→RPF燃料（12,300トン）

→ボイラー燃料（3,700トン）

→金属回収（600トン）

→堆肥原料（100トン）

→セメント原料（700トン）

（平成23年５月～平成24年４月実績）

山陰地方では最大級の規模と処理能力を誇る総合工場であり、ストーカ式焼却炉、選別・破砕ライン

（システム）、バイオマス製造プラント（固形燃料製造システム）等の複数の施設を結集した同社の基幹工

場であり、搬入されてくる廃棄物の特性に合わせたマテリアルリサイクル、サーマルリサイクル、そして

適正処理を高効率かつ低コストで実現している。

焼却の際に発生する余剰蒸気により焼却炉で使用する電力の50％を賄っている（132キロワット／時間

を発電）ほか、CO２の削減にも積極的に取り組んでおり、CO２排出削減事業場認定（約200トン／年間の

CO２削減）や産業廃棄物処理業界としては初となるCO２国内クレジット制度の認証を受けている。また固

形燃料製造システムで生産されるRPFは、産業廃棄物処理業界で４番目（中国地方では初）となる日本工

業規格の認定を受けている。関連施設の処理能力は、次のとおりである。

○焼却（産業廃棄物・一般廃棄物）

ストーカ炉72.9トン／日 固定床炉3.7トン／日 乾留炉0.6トン／日

○破砕・選別（産業廃棄物・一般廃棄物）

産業廃棄物175トン／日 一般廃棄物50トン／日 廃タイヤ37.5トン／日

○圧縮固化（産業廃棄物・一般廃棄物）60トン／日

他にも、前処理としてフロンガスを回収したり、家電リサイクル法に基づく指定取引所としてガラスく

ずから土地改良材を製造したりする等といった環境改善事業にまで広範に取り組んでいる。

■昭和工場

総受入量（約6,200トン）

→保管（400トン）

→燃料リサイクル（5,700トン）

→金属回収（100トン）

（平成23年５月～平成24年４月実績）

タイヤビード抜取機、ホイル外し機を含むタイ

ヤ専用大型破砕機を導入し、小型タイヤから大型

タイヤまで７トン／時間（168トン／日）の処理
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能力で50ミリ角のタイヤチップを製造している。リサイクル実

績としては、マテリアル、サーマルともほぼ100％とのことで

ある。また一般的なタイヤのほか、工業ゴム、ゴムクローラ、

ORタイヤ（ゴムキャ

タピラやオーバーサ

イズタイヤ）等にも

対応している。従来、

処理困難物として扱

われてきた廃タイヤ

等を11トン／日の処

理能力で混練固化し、ボイラー燃料（石炭と同等のカロリー）

等に生まれ変わらせている。

■潮見工場

総受入量（約34,800トン）

→焼却減容（約25,600トン）

→管理型埋立処分（7,100トン）

→再生路盤材（700トン）

→セメント原料（400トン）

→金属回収（1,000トン）

（平成23年５月～平成24年４月実績）

白砂青松・弓浜半島の最先端、四方を自社管理

する緑地公園に囲まれた最高のロケーションに位置する山陰地方最大の焼却施設で、処理が困難とされる

特別管理産業廃棄物から一般廃棄物（自治体の可燃ごみ）まで幅広く受入れ可能である。高温燃焼→二次

燃焼→急速冷却→消石灰・活性炭の投与→バグフィルタによる最新の公害防止設備が装備されていること

は勿論、構内の雨水・汚水を集中ピットに集めてガス冷却水に

利用することによりプラント排水がない等、「クローズドシス

テム」を確立しており、環境安全を十分に配慮したものとなっ

ている。

江島工場と同様、焼却の際に発生する余剰蒸気により蒸気ター

ビンを稼働させ、自家発電（160キロワット／時間）を行って

おり、工場内の総電力の約50％削減に成功している。本工場も、

CO２排出削減事業場認定（約300トン／年間のCO２削減）や産

業廃棄物処理業界として初となるCO２国内クレジット制度の認

証を受けている。関連施設の処理能力は、次のとおりである。

○焼却（産業廃棄物・一般廃棄物）約94トン／日

ロータリーキルン＋ストーカ炉

・・・焼却後の燃えがらは焼成された後、セメント原料として利用

ドラム缶専用炉（廃油・廃液の付着したドラム缶・ペール缶）

・・・焼却後はスクラップとしてリサイクル

○油水分離（廃油）7.85�／日
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○乾燥（汚泥・動植物性残さ・廃酸・廃アルカリ）9.66�／日

○貴金属回収（廃酸・廃アルカリ）4.8トン／日

他にも、全国的に希少な設備として医療廃棄物保管庫やスプ

レー缶プレス機を置かれている。前者は、本工場が定期点検等

により機械を一時的に停止する時の受入れ場所として機能して

いる。室内は10℃で保たれており、保管能力は780�で、約40

万ケース／年間の感染性廃棄物を搬出入している。もう一方の

後者は、焼却のための前処理という位置付けで機能しているも

のであり、それ単体で廃棄物処分業の許可を受けているもので

はない。中身の入った化粧品類、殺虫剤等のスプレー缶を安全

に処理する施設で約1,000本／時間の処理能力を有する。

■鳥取工場

総受入量（約3,800トン）

→堆肥利用（400トン）

→その他（40トン）

→金属回収（100トン）

（平成23年５月～平成24年４月実績）

地域社会との共存・調和をキーワードに動植物

性残さや有機汚泥といったバイオマス資源をコン

ポストにしている。縦型密閉式の発酵槽による高

温発酵処理により滅菌、熟成された良質なコンポストを製造している。コンポストは、農林水産省肥料登

録や鳥取県グリーン商品認定を受けている。

なお発酵処理には微生物を使用していること（好気性発酵）から、ダイオキシン類等の有害物質を発生

させることもない。堆肥化に当たって問題になりやすいのが臭気であるが、発酵槽から一括排気される臭

気は、同社が開発したガラス発泡剤（エアストーン）を使用した脱臭槽で処理されている。

３．株式会社ウェストバイオマス

（１）概 要

炭化処理の設備設計・施工で実績のある日本臓

器製薬株式会社、廃棄物のマーケティング・営業

サポートに実績のある豊田通商株式会社、そして

三光株式会社が共同出資（投資額・約18億4,000

万円）して設立され、鳥取県と島根県を中心に、

複数の自治体から収集した下水汚泥等を乾燥・炭

化させ、製鋼保温材やバイオマス燃料としてリサ

イクルする民間主体型事業を展開する。下水汚泥

の資源化、販売、利用を一体的にとらえた新しい
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試みで、民間企業のノウハウを最大限に活用することにより下水

汚泥の炭化による固形燃料化を推進することが狙いである。現在、

国内で発生する下水汚泥（9,000万トン／年間）の処理について

は、焼却後、埋立処分されることが一般的であった。しかしなが

ら温室効果ガスの発生や埋立処分場のひっ迫により新たな処理方

法・行程が模索されていた。また島根県や鳥取県が保有する処理

施設の老朽化も進んでおり、昨今の財政事情も相まって新たな設

備投資もままならず、遠方へ運搬し、処分していた最中での、こ

の度の竣工である。

施設の建設に当たっては、環境省、鳥取県、境港市による補助

金のほか、日本政策投資銀行、山陰合同銀行、鳥取銀行によるシ

ンジケートローンが活用された。平成25年４月から稼働している。

（２）特徴

①クローズドシステム

施設を建屋内に収め、廃棄物の雨水と接触させない構造になっている。

廃棄物が保有する含水は、回収し、生物及び膜で水処理を行い、さらに

施設の冷却水として利用する。

②ハイキャパシティ

宍道湖、中海、大山圏域の人口約50万人に相当する下水道汚泥が処理

できる能力を有している。

○乾燥施設

処理能力 70トン／日×２基

形 式 蒸気乾燥

（ボイラーの蒸気を利用した乾燥）

○炭化施設

処理能力 36.2トン／日

形 式 回転炉床内燃式炭化炉

③ハイアベレージサーマルリサイクル

炭化施設で発生する熱エネルギーを廃熱ボイラーで回収し、汚泥を乾

燥するための熱エネルギー源として活用する。乾燥汚泥の熱回収率20％

以上を回収できる仕組みである。

④リスクヘッジ

乾燥施設を２基と炭化施設に分割することで施設の同時停止を回避で

き、ストックヤードも活用することにより、継続的に廃棄物を受け入れ

られ、安定稼働を確保できる。

（３）CO２排出抑制効果

排出抑制の概要 CO２削減量

廃熱ボイラー回収蒸気による発電利用 398 CO２ ―トン／年

廃熱ボイラー回収蒸気による汚泥乾燥エネルギー利用 4,020 CO２ ―トン／年

炭化物エネルギー利用 3,546 CO２ ―トン／年

合計 7,964 CO２ ―トン／年

下水汚泥炭化施設の投入口（上）、
監視室（中）、炭化炉前面（下）
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（４）処理フロー

乾燥施設のエネルギーは、隣接する産業廃棄物の焼却炉の廃熱蒸気と炭化炉の廃熱蒸気を合わせて利用

する。乾燥機は２系統とし、受託量に応じた稼働を行っている。また乾燥の熱源は、主として隣接する廃

棄物の焼却炉と炭化施設からの廃熱を利用する。

搬入から炭化物になるまでの工程を全て自動で行い、基本的に監視画面での操作が行われる。

（５）システム（ビジネスモデル・スキーム）としての事業

以上を踏まえ、この下水汚泥炭化事業は、民間活力による産業廃棄物と一般廃棄物の統合的な処理、循

環型社会の形成推進（純然たる埋立処分からリサイクルへ）、低炭素型社会の構築（純然たる焼却からリ

サイクルへ・遠方から近隣へ）等、自治体による行政サービスとしての環境事業や環境施策がもつ多くの

課題克服にヒントを与えるものであり、一つの新しいビジネスモデルとなりうる。また、長年、リサイク

ルが抱えてきた「リサイクル製品の市場形成・需要喚起」という問題についても、炭化物は比較的用途が

広く、また一定の頻度で継続的かつ安定的に利用されることから、事業として確立しやすいと考えられる。

事実、このスキームをシステム（ソフト）として販売し、国内他地域に活用することも検討されているよ

うである。
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４．質疑応答

Ｑ１ ウェストバイオマス乾燥施設・炭化施設について、さらに詳しく教えてほしい。

Ａ１ ワンバッチ６時間で現在調整中である。炭化処理については、造粒機（炭の成形機）も設置してお

り、炭燃料のハンドリング向上とともに、島根県から製造工場としての認定も受けている。熱回収

率については25％程度あり、廃棄物処理法上の熱回収施設認定制度に基づく認定を環境大臣から受

けることを予定している。なお「乾燥施設」・「炭化施設」と呼称してはいるが、廃棄物処理法上

は産業廃棄物・一般廃棄物とも廃棄物焼却施設として設置の許可まで受けている。

Ｑ２ 炭化物の組成について教えてほしい。

Ａ２ 1,000～2,000カロリーで灰分は50％程度である。主とし

て製鋼メーカーの保温材・電気炉の鋼材を溶融した時の

炉の上蓋であるシール材として利用し、灰分になったノ

ロは高炉で材料して利用する。

Ｑ３ 乾燥・炭化の費用について教えてほしい。

Ａ３ 正確に計算していないが、単価としては焼却の半分程度

になると思う。

受入ピット 乾燥機 造粒機 炭化炉 排ガス処理

発電機

水処理

施設電力

製 品

施設冷却水

汚泥 乾燥物 成形物 排ガス

炭



C L E A N L I F E

2013.5CleanLife 77

５．まとめ

「三光」という社名は、三輪社長の「三」と、かつて廃

油の取扱いで主要取引先であった出光興産の「光」にちな

んで命名された、と三輪専務はおっしゃっていた。これは、

現在の産業廃棄物処理業界においても、よくある事例であ

り、一つの「大企業」とパートナーとして専属的に繋がり、

経営の安定化を図るという戦略がある。しかしながら、そ

れは同時にリスクの高いことでもある。

三光グループは、国や県を巻き込んだ「地域に密着した

事業モデル」を構想し、そこへの方針転換を見事に果たし

たと言える。施設を見学させていただいて気付いたのが、

山陰地方最大の総合型リサイクル企業でありながら、一つ

一つの施設の規模や処理能力はとび抜けて大きいというわ

けではないという点である。代わりに、そのような環境保全志向で多種多様な施設が複合的に設置されて

いる。まさに「少量多品種」の廃棄物を取り扱うための施設群であり、「地域に密着した事業モデル」を

構築・展開していくのに相応しいものではないだろうか。

最後になりますが、ご多忙の中、真摯かつ丁寧にご対応いただき、また、ご苦労の末に蓄積されたノウ

ハウを惜しみなくご説明いただきました専務取締役の三輪昌輝様、管理部の渡辺美和様、見学に伺った各

工場の責任・担当者の方々に心からお礼申し上げます。

星山副部会長による謝辞

本社玄関前にて記念撮影


